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平成１６年３月期  中間決算短信（非連結） 
平成１５年１１月１４日 

会 社 名  東邦建株式会社               登録銘柄 
コード番号  １９９０                  本社所在都道府県  栃木県 
（ＵＲＬ：http://www.tohoken.co.jp） 
代  表  者  役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 米澤 元嗣 
問い合わせ先  責任者役職名 取締役経営管理本部長兼総務部長 
        氏    名 小野 修三            ＴＥＬ（０２８３）２４－５５５６ 
決算取締役会開催日  平成１５年１１月１４日        中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日  平成 －年 －月 －日        単元株制度採用の有無  有（１単元1,000株） 
親会社名 大明株式会社（コード番号：１９４３）       親会社における当社の株式保有比率 ４３．８％ 
 

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年 ４月 １日～平成１５年 ９月３０日） 

(1) 経営成績                                      （記載金額は百万円未満切り捨て表示） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

     百万円    ％ 
 ２，７８０ （ ２１．４） 
 ２，２９０ （△ ６．４） 

     百万円    ％ 
  △  ２６        －  
△  ３０       －  

     百万円    ％ 
 △   ７       － 
△  １６       － 

１５年３月期  ６，６７５         ８５          １２１   

 
 

中間(当期)純利益 1株当たり中間 
(当 期 )純 利 益 

潜在株式調整後1株当たり 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

百万円   ％ 
△  ５１     － 
△  ４０     － 

円  銭 
 △  ８ ８０ 
△  ６ ８４ 

円  銭 
       －   － 
       －   － 

１５年３月期 ９０ １４ ５８        －   － 
(注) 1．持分法投資損益 １５年９月中間期  － 百万円 １４年９月中間期  － 百万円 １５年３月期  － 百万円 
   2．期中平均株式数 １５年９月中間期 5,842,117株  １４年９月中間期 5,863,863株 １５年３月期 5,853,655株 
   3．会計処理の方法の変更     無 
   4．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
(2) 配当状況 

 1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金 
 

１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

      円   銭 
０  ００ 
０  ００ 

       円   銭 
        － 
        － 

１５年３月期        － ６  ００ 
 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

百万円 
    ５，００３ 
    ５，２６７ 

百万円 
   ２，９７３ 
    ２，９２３ 

％ 
      ５９．４ 
      ５５．５ 

円  銭 
     ５０９ ０７ 
     ５００ ２８ 

１５年３月期     ５，５７４     ３，０５４       ５４．８      ５２１ ９７ 

(注) １．期末発行済株式数 １５年９月中間期 5,841,841株 １４年９月中間期 5,843,991株 １５年３月期 5,842,456株 

   ２．期末自己株式数  １５年９月中間期   128,414株 １４年９月中間期   126,264株 １５年３月期  127,799株 

(4) キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

             百万円 
     △  ８８ 
  △ １０６ 

百万円 
        １０８ 

 １６１ 

百万円 
△   １５５ 

９ 

百万円 
２６６ 
３１６ 

１５年３月期 ３１０ ８３ △   ２４４ ４０２ 
 

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年 ４月 １日～平成１６年 ３月３１日） 
1株当たり年間配当金 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通 期 

百万円 
６，１８５ 

百万円 
       １１０ 

百万円 
    △  ２５ 

円  銭 
   ５ ００ 

円  銭 
   ５ ００ 

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期） △  4 円 28 銭 

※ 業績予想につきましては、当社が現時点で入手可能な情報による判断、仮定および確信に基づくものであり、今後の経済情勢、事業運営

における様々な状況変化によって、実際の業績は見通しと異なる場合があります。 

http://www.tohoken.co.jp/
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１．企業集団の状況 
 
 当社の企業集団は、当社、大明株式会社（支配力基準による親会社）により構成されております。 
 当社は、通信線路工事、移動体通信工事、ＩＰ工事（インターネット関連工事）、電気設備工事、土木工事に関する営業・
施工を行っており、大明株式会社からは主に通信線路工事、移動体通信工事、土木工事（通信土木工事）に関する工事を請負
っております。 
 事業の系統図は、次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．経営方針 
 
(1)会社の経営の基本方針 

当社は、情報通信産業にあって安定成長と企業価値を高め、株主、顧客、従業員の期待に応じられることを経営方針とし
ております。 
そのために社員の技術教育、顧客応対教育に力を注ぎ、常に業界の先端をいく技術能力と施工体制を確立し、ISO9001に
基づいた品質保証を行い、お客様の信用と満足を得ることを指導方針としております。 
また、法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公平な企業活動を目的に、企業理念を制定
し、実行することにより、株主の皆様をはじめ、顧客、地域社会等からさらに信頼していただける総合通信建設企業をめざ
します。 

 
(2)会社の利益配分に関する基本方針 

利益配分に関する基本方針としては、将来の事業展開を考慮しつつ、内部留保の充実により、企業体質の強化をはかりな
がら、株主の皆様への安定した配当を維持することを基本に取り組んでまいります。 

 
(3)投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引下げにつきましては、業績、市況等を勘案し、その費用ならびに効果等を慎重に検討した上で、株主利益
を基本として決定してまいりたいと考えております。具体的な施策およびその時期等は未定であります。 

 
(4)目標とする経営指標 
  当社は、経営目標値といたしましては、企業価値向上のため、株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）が５％以上に向上する
よう努力をしてまいります。 

 
(5)会社の対処すべき課題および中長期的な会社の経営戦略 

当社の事業領域である情報通信分野は、ＩＴ化の進展によるネットワークのブロードバンド化、移動体通信やインターネ
ット通信などＩＴを中心とした情報通信分野は大きな成長の可能性が期待されます。 
このような環境にありまして当社は、主力である通信線路工事、移動体通信工事、ＩＰ工事（インターネット関連工事）、
電気設備工事、土木工事の営業・施工体制の強化をさらに進めてまいります。 
お客様に認めていただくため、より高度な技術力の獲得と、高品質な仕事を納められるよう、人材の育成に今まで以上に
力を入れてまいります。また、激化するコスト競争に打ち勝つため、生産性向上と固定費の圧縮による原価の低減に努め、
業績の向上と株主の皆様への期待に応えられるよう全力をあげて取り組む所存であります。 
また、法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公平な企業活動を目的に、企業理念を制定
し、実行することにより、株主の皆様をはじめ、顧客、地域社会等からさらに信頼していただける総合通信建設企業をめざ
します。 

大 明 ㈱ 得 意 先 

当      社 

通信線路工事、移動体通信工
事、通信土木工事の請負 
並び材料等の仕入 

通信線路工事、移動体通信工
事、ＩＰ工事、電気設備工事、
一般土木工事の営業・施工 
並び製品の販売等 
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(6)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
当社は、経営の透明性やコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められるなか、経営環境変化に迅速に対
応できる組織体制を維持することを重要施策と位置づけております。また、企業内部における法令遵守に対する高い倫理
観を企業組織の中に浸透させ、リスク管理および牽制のきく組織づくりをめざしております。 
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の状況） 
①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 
   取締役会は法令で定められた事項および経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行に関する最高意思決定
機関として、取締役規程に基づき原則として毎月１回開催しております。加えて必要に応じ臨時に開催し、適時対応に
努めております。また、監査役も出席しており、さまざまな角度から経営をモニターし、適正な意思決定を行っており
ます。 
当社は監査役制度を採用しております。監査役は３名（社外監査役２名 うち１名は親会社との兼務）で構成し、取
締役会に出席し取締役の業務執行への牽制機能を備えております。 
公認会計士監査は、朝日監査法人に依頼しております。期末監査に加え期中にも月次決算書など適正な情報の提供を
おこない正確な監査を受けております。顧問弁護士は、竹本弁護士事務所と顧問契約を締結しており、適宜アドバイス
を受けております。 

 ②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 
   当社の親会社（支配力基準による）である大明株式会社より、社外取締役１名、社外監査役１名が就任しております。 
 ③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況 
   会社の業務遂行に関する重要事項について、取締役会以外に個別経営課題の協議の場として、取締役、監査役、幹部
社員により構成する幹部会議を原則として毎週１回開催しております。また、半期毎に全社員を対象に、経営方針の確
認、問題点の把握等、共通の認識を持つことを目的とした事業計画研修会を設けております。 

   法令遵守（コンプライアンス）につきましては、平成１５年４月に企業理念を新たに制定し、役員及び全社員への研
修を実施し、コンプライアンスの意識向上に努めております。 
情報開示につきましては、経営内容の公正性と透明性を高めるため、インターネット等を用いた情報開示に努めてお
ります。 

 
(7)関連当事者との関係に関する基本方針 
  大明株式会社は、平成１５年９月３０日現在で当社の株式の43.8％を所有しており、当社とは継続的かつ安定的な事業上
の関係にあります。今後引き続き同社との取引の拡大を図るとともに、同社以外のお客様に対しましても、受注の拡大に努
めてまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
(1)経営成績 
①当中間期の概況 
 当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や株式市況の好転など、一部で明るい兆しがみられたものの、公
共投資の減少、厳しい雇用環境を背景とした個人消費はまだまだ抑制傾向にあり、先行き不透明な状況のまま推移いたしま
した。 
 通信建設業界におきましては、ブロードバンド化の進展に伴い、当社の事業に関わりの深いＮＴＴの設備投資は「Ｂフレ
ッツ（アクセス系光工事）」に見られるように、一部に投資が拡大された分野はあるものの、全体としては抑制傾向となり、
当社の受注環境は厳しい状況で推移いたしました。 
 このような経営環境のなか、当社は、業容の拡大と業績の確保を目指し、積極的な事業活動を展開してまいりました。具
体的には、受注におきましては、多様化する顧客のニーズに対応するための営業体制の強化、提案型営業の推進等、受注の
拡大に積極的に取り組んでまいりました。工事施工におきましては、一社員二専門制による繁閑期の対策、業務の効率化に
よる原価の低減等競争力の強化に努めてまいりました。 
 しかしながら、景気低迷を因とする一般民需工事の伸び悩みは予想以上に大きく、加えて熾烈な受注競争による受注価格
の低減などの影響を大きく受けました。 
この結果、総受注高は33億46百万円（前年同期比 96.7％）、完成工事高27億80百万円（同 121.4％）となり、下半期へ
の繰越工事高につきましては12億53百万円（同 68.8％）となりました。 
 利益面におきましては、厳しい経営環境のなか、施工の効率化と固定費の節減に努めましたが、経常損失は7百万円（前中
間期は経常損失16百万円）となり、また、退職給付会計基準変更時差異償却および役員退職慰労金等の発生により、中間純
損失は51百万円（前中間期は中間純損失40百万円）となりました。 
 
②通期の見通し 
 通期の見通しにつきましては、依然、価格競争がさらに熾烈になるなど、厳しい状況のもとに推移するとおもわれますが、
下半期の受注見込みにより、通期の業績予想につきましては、完成工事高61億85百万円、経常利益1億10百万円、当期純損失
25百万円となる見込みであります。なお、１株当たり配当金は 5円を予定しております。 
 
(2)財政状態 
当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、完成工事未収入金の回収による収入や定期預金の
解約による収入がありましたが、工事未払金の支払による支出、未成工事支出金の増加による資金の減少、借入金の返済があ
り、前事業年度末と比べ1億35百万円減少し（前中間会計期間は63百万円の増加）、2億66百万円となりました。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間における営業活動の結果使用した資金は、88百万円（前年同期は1億6百万円の使用）となりました。これ
は主に、完成工事未収入金の回収による収入があったものの、工事未払金、未払消費税の支払や未成工事支出金の増加によ
り支出が増えたためであります。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間における投資活動の結果得られた資金は、1億8百万円（前年同期は1億61百万円の獲得）となりました。こ
れは主に定期預金の解約による収入、貸付金の回収による収入や投資有価証券の売却による収入があったためであります。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間における財務活動の結果使用した資金は、1億55百万円（前年同期は9百万円の獲得）となりました。これ
は主に借入金の返済および配当金の支払を行ったためであります。 
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  当社の財政状態に関する指標のトレンドは以下のとおりであります。 
 平成14年9月中間期 平成15年9月中間期 平成15年3月期 
自己資本比率（％） 55.5 59.4 54.8 
時価ベースの自己資本比率（％） 12.5 15.4 13.3 
債務償還年数（年） － － 2.0 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 33.5 

  自己資本比率：自己資本／総資産 
  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
   ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 
   ※営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。ま
た、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。  
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４．中間財務諸表等 
（1）中間貸借対照表 
                                                                                          （単位：千円） 

 
 
(平成１４年９月３０日) 

 
 
(平成１５年９月３０日) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 

(平成１５年３月３１日) 科      目 

金    額 
構成比     
（％） 

金    額 
構成比     
（％） 

金   額 
構成比     
（％） 

     （資産の部）         
 
Ⅰ流 動 資 産 
現 金 預 金 
受   取   手   形 
完成工事未収入金 
未 成 工 事 支 出 金 
その他のたな卸資産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他※4 
貸 倒 引 当 金 

 
 
 

616,390 
274,093 
481,808 

     794,465 
9,905 
17,835 
 164,171 
  △1,219 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

421,004 
86,139 
724,405 
559,189 
7,885 
21,777 
137,240 

― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

    606,460 
      102,055 
  1,381,688 
     250,384  

12,040 
       19,424 

146,428 
 △1,544 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

流 動 資 産 合 計 
 
 
Ⅱ固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 ※1 
建            物 ※2 
土           地 ※2 
そ     の     他     

 
無 形 固 定 資 産 

 
投 資 等 
投 資 有 価 証 券 
破産債権・更生債権その他 
こ れ に 準 ず る 債 権 
繰 延 税 金 資 産 
そ   の   他※5 
貸 倒 引 当 金 

2,357,451 
 
 
 

2,329,644 
397,723 
1,846,971 
84,949 

 
4,614 

 
576,083 
176,547 

 
 

    193,691 
208,477 
△9,368 

44.8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,957,643 
 
 
  

    2,296,503 
      372,283 
     1,846,971 

77,248 
 

       5,375 
 

      744,131 
161,381 

 
 

       253,020 
332,949 
 △9,712 

39.1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2,516,938 
 
 
  

    2,306,263 
      384,612 
     1,846,971 

74,679 
 

       4,538 
 

      746,332 
165,985 

 
 

       218,636 
364,833 
 △9,858 

45.2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

固 定 資 産 合 計 2,910,342 55.2 3,046,010 60.9 3,057,134 54.8 

資 産 合 計            5,267,793  100.0  5,003,653  100.0     5,574,073  100.0 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 

6,735 6,735 6,492 
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                                                                                           （単位：千円） 

 
 
(平成１４年９月３０日) 

 
 
(平成１５年９月３０日) 

前 事 業 年 度 の 
要約貸借対照表 

(平成１５年３月３１日) 科        目 

金    額 
構成比     
（％） 

金    額 
構成比     
（％） 

金   額 
構成比     
（％） 

     （負債の部）         
 
Ⅰ流 動 負 債 
工 事 未 払 金 
短 期 借 入 金※2 
未 払 金※4 
未 払 法 人 税 等 
未 成 工 事 受 入 金 
完成工事補償引当金 
賞 与 引 当 金 
そ      の      他 

 
 
 

679,828 
664,000 
14,595 
2,705 
202,052 
288 

46,500 
23,378 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

757,711 
181,600 
44,196 
2,720 
58,904 
― 

46,961 
26,132 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  

    1,155,014 
    231,600 

71,407 
        7,888 
      37,636 
        842 
 47,580 
30,963 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

流 動 負 債 合 計 
 
Ⅱ固 定 負 債 
長 期 借 入 金※2 
退 職 給 付 引 当 金 
再評価に係る繰延税金負債 
そ の 他 

1,633,349 
 
 

210,000 
325,372 
149,912 
25,520 

31.0 
 
  
 
 

1,118,225 
 
 

317,600 
424,416 
145,243 
24,250 

22.4 
 
 
 
 

1,582,933 
 
  

      388,400 
376,391 
145,243 
26,515 

28.4 
 
  
 
 

固 定 負 債 合 計 710,805 13.5 911,510 18.2 936,550 16.8 
負 債 合 計           2,344,154 44.5 2,029,735 40.6     2,519,483   45.2 

 
 

817,926 
 

667,984 

 
 

817,926 
 

667,984 

 
 

817,926 
 

667,984 
667,984 

 
118,421 
1,972,610 

667,984 
 

118,421 
1,949,626 

667,984 
 

118,421 
1,972,610 

（ 資 本 の 部 ） 
 
Ⅰ資  本  金 
Ⅱ資 本 剰 余 金 
 １  資本準備金 
    資本剰余金合計 
Ⅲ利 益 剰 余 金 
１ 利益準備金 
２ 任意積立金 
３ 中間(当期)未処分利益又は

中間未処理損失（△） 
利益剰余金合計 

Ⅳ土地再評価差額金      
Ⅴその他有価証券評価差額金 
Ⅵ自 己 株 式 

2,081,358 
△611,494 
△1,937 
△30,197 

 
 

15.5 
 
 

12.7 
 
 
 
 
 

39.5 
△11.6 
△0.0 
△0.6 

2,120,392 
△606,825 
4,898 

△30,458 

 
 

16.3 
 
 

13.3 
 
 
 
 
 

42.4 
△12.1 
0.1 
△0.6 

2,211,833 
△606,825 
△5,948 
△30,380 

 
 

14.7 
 
 

12.0 
 
 
 
 
 

39.7 
△10.9 
△0.1 
△0.6 

資 本 合 計           2,923,639 55.5 2,973,918 59.4 3,054,589 54.8 
負 債 ・ 資 本 合 計            5,267,793 100.0 5,003,653 100.0 5,574,073 100.0 

 
 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 

△9,672 52,344 120,801
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(2)中間損益計算書 

                                                                                       （単位：千円） 

前中間会計期間 

自 平成14年4月 1日 

至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 

自 平成15年4月 1日 

至 平成15年9月30日 

前事業年度の要約損益計算書 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 科       目 

金     額 
百分比 

（％） 
金    額 

百分比 

（％） 
金    額 

百分比 

（％） 

 

Ⅰ完 成 工 事 高            

Ⅱ完 成 工 事 原 価            

 

2,290,277 

2,151,525 

 

100.0 

93.9 

 

2,780,470 

2,639,840 

 

100.0 

94.9 

 

   6,675,400 

   6,272,658 

 

   100.0 

    94.0 

完 成 工 事 総 利 益 

Ⅲ販売費及び一般管理費            

138,751 

169,109 

6.1 

7.4 

140,629 

167,125 

5.1 

6.0 

     402,742 

     316,949 

6.0 

4.7 

営業利益又は営業損失(△) 

 

Ⅳ営 業 外 収 益            

受 取 利 息 

そ の 他 

△30,357 

 

 

889 

20,806 

△1.3 

 

         

 

 

△26,496 

 

 

2,666 

24,098 

△1.0      85,792 

 

 

       2,780 

 47,388 

1.3 

 

 

         

 

 営 業 外 収 益 計 

 

Ⅴ営 業 外 費 用            

支 払 利 息 

そ の 他 

21,695 

 

 

5,266 

2,085 

0.9 

 

 

 

26,764 

 

 

3,517 

4,288 

1.0 50,169 

 

       

      11,132 

3,668 

0.7 

 

 

 

営 業 外 費 用 計 7,351 0.3 7,806 0.3 14,800 0.2 

経常利益又は経常損失(△) 

 

Ⅵ特 別 利 益※1 

   

Ⅶ特 別 損 失※2 

 

△16,014 

 

2,358 

 

50,671 

 

△0.7 

 

0.1 

 

2.2 

 

△7,537 

 

9,120 

 

94,776 

△0.3 

 

0.3 

 

3.4 

     121,161 

 

16,417 

 

87,323 

 

     1.8 

 

0.2 

 

1.3 

税引前中間純損失(△)又は当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

△64,327 

2,755 

△26,959 

△2.8 

0.1 

△1.2 

△93,194 

2,516 

△44,324 

△3.4 

0.1 

△1.6 

50,255 

10,523 

△50,619 

0.7 

0.2 

△0.8 

中間純損失(△)又は当期純利益 

前 期 繰 越 利 益 

退職給与積立金取崩額 

△40,122 

30,449 

― 

△1.7 

 

△51,385 

39,087 

64,643 

△1.9 90,351 

30,449 

― 

1.3 

中間（当期）未処分利益
又は中間未処理損失(△) 

   

 
   

       

 (注) 記載金額は、千円未満を切捨表示しております。

△9,672 52,344 120,801
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前中間会計期間 当中間会計期間 

(3)中間キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円） 

 
 

自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

 
 

自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 の 要 約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 
                                         

科    目 

金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
税引前当期純利益・中間純損失(△) 
減 価 償 却 費 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
金 利 キ ャ ッ プ 取 引 評 価 損 
貸倒引当金の増加・減少(△)額 
完 成 工 事 補 償 引 当 金 の 減 少 額 
賞与引当金の増加･減少 ( △ ) 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
保 険 解 約 損 益 
有 形 固 定 資 産 売 却 益 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
売上債権の減少・増加（△）額 
未成工事支出金の減少・増加（△）額 
その他のたな卸資産の減少・増加(△)額 
仕 入 債 務 の 増 加 ･ 減 少 ( △ ) 額 
未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 額 
未払消費税等の増加･減少(△)額 
その他資産の減少・増加(△)額 
その他負債の増加・減少(△)額 
役 員 賞 与 の 支 払 額 
そ の 他 

 
△64,327 
31,408 
21,720 
429 
△347 
△1,019 
4,500 
35,883 
△1,991 
5,266 
－ 
420 
－ 

239,317 
△656,594 

677 
177,390 
171,046 

－ 
△8,480 
△56,059 

－ 
39 

 
△93,194 
20,768 
－ 
－ 

△1,690 
－ 

△619 
48,024 
△4,569 
3,517 
－ 
－ 

△7,114 
673,198 
△308,804 
4,154 

△402,466 
21,268 
△44,572 
1,978 
11,394 
△5,000 
1,777 

 
50,255 
56,872 
25,353 
515 
467 
△465 
5,580 
86,902 
△4,185 
11,132 
△2,876 

－ 
△304 

△488,524 
△112,514 
△1,456 
652,576 
6,630 
15,628 
5,244 
△7,640 

－ 
3,190 

小     計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
保 険 解 約 収 入 
法 人 税 等 の 支 払 額 

△100,721 
1,991 
△5,179 

－ 
△3,017 

△81,950 
4,569 
△3,365 

－ 
△7,683 

302,383 
4,185 
△9,262 
17,968 
△4,663 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
定 期 積 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 積 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
無 形 固 定 資 産 取 得 に よ る 支 出 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
貸 付 に よ る 支 出 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 
出資金・その他投資による収入 
そ の 他 の 支 出 

△106,926 
 

△225,285 
366,203 
△10,000 
27,000 
△8,452 
8,127 
△72 
－ 
－ 
－ 

2,566 
1,668 
△717  

△88,430 
 

△158,025 
190,017 
△18,004 
36,004 
△8,823 
1,298 
－ 
－ 

30,154 
－ 

30,691 
5,505 
－ 

310,612 
 

△176,000 
430,471 
△28,000 
27,000 
△11,350 
15,876 
△72 

△3,000 
3,348 

△246,000 
68,948 
3,286 
△984 

投資活動によるキャッシュ・フロー 161,037 108,818 83,523 
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前中間会計期間 当中間会計期間 
（単位：千円） 

 
 

自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

 
 

自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 の 要 約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 
                                         

科    目 

金   額 金   額 金   額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
短 期 借 入 れ に よ る 収 入 
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 
配 当 金 の 支 払 額 

 
2,220,000 
△2,090,000 

－ 
△88,000 
△3,230 
△29,250 

 
1,420,000 
△1,440,000 

－ 
△100,800 

△79 
△34,972 

 
4,728,000 
△5,068,000 
300,000 
△172,000 
△3,413 
△29,468 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

9,519 
－ 

△155,851 
－ 

△244,882 
－ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加･減少(△)額 
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 

63,630 
253,206 

△135,463 
402,460 

149,253 
253,206 

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 316,837 266,996 402,460 

(注)記載金額は、千円未満を切捨表示しております。 
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】 

 
前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前事業年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

1. 資産の評価基準及び評 
価方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２. 固定資産の減価償却の  
   方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３. 引当金の計上基準 

有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの  
中間決算日の市場価格等
に基づく時価法（評価差額
は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均 
法により算定しております。） 

 
 時価のないもの  
  移動平均法による原価法 
 
デリバティブ 
 時価法 
 
たな卸資産 
① 未成工事支出金 
   個別法による原価法 
② 材 料 貯蔵品 
     先入先出法による原価法 
 
 
有形固定資産 
定率法（ただし、平成10年4
月1日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）について
は、定額法）によっておりま
す。 
なお耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっ
ております。 
 
無形固定資産 
  定額法によっております。 
なお、耐用年数については、
法人税法に規定する方法と同
一の基準によっております。  
また、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内におけ
る利用可能期間（5年）に基づ
く定額法によっております。 
 
長期前払費用  
均等償却によっております。 
 
 
貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒
による損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。 
 
完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保の
費用に備えるため、当中間会
計期間末に至る１年間の完成
工事高に対する将来の見積補
償額に基づいて計上しており
ます。 

有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの  
      同        左 
 
 
 
 
 
 時価のないもの  
      同        左 
 
デリバティブ 
      同        左 
 
たな卸資産 
① 未成工事支出金 
      同        左 
② 材 料 貯蔵品 
      同        左 
 
 
有形固定資産 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
無形固定資産 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
 
長期前払費用  
      同        左 
 
 
貸倒引当金 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
完成工事補償引当金 

同        左 
 なお、当中間会計期間末に
おいては、引当金の計上はあ
りません。 

有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの  
決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全
部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法によ
り算定しております。） 

 
 時価のないもの  
      同        左 
 
デリバティブ 

同        左 
 
たな卸資産 
① 未成工事支出金  

同        左 
②  材 料 貯蔵品  

同        左 
 
 
有形固定資産 

同        左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
無形固定資産 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
 
長期前払費用 
      同        左 
 
 
貸倒引当金 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保の
費用に備えるため、当事業年
度の完成工事高に対する将来
の見積補償額に基づいて計上
しております。 
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 前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４. リース取引の処理方法 
 
 
 
 
 
 
 
５. 中間キャッシュ・フロー
計算書（キャッシュ・フ
ロー計算書）における資
金の範囲 

 
 
 
 
 
 
 
 
６. その他中間財務諸表（財
務諸表）作成のための基
本となる重要な事項 

賞与引当金 
従業員の賞与に充てるた
め、支給見込額に基づき計上
しております。 
 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当中間会計期間末にお
ける退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中間
会計期間末において発生して
いると認められる額を計上し
ております。 
なお、会計基準変更時差異
（281,008千円）については、
５年による按分額を費用処理
しております。 
 
リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 
 
 
中間キャッシュ・フロー計
算書における資金（現金及び
現金同等物）は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっており
ます。 
 
 
消費税等の会計処理について 
消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式によって
おります。 
 
税効果会計について 
中間会計期間に係る納付税
額及び法人税等調整額は、当
期において予定している利益
処分による圧縮積立金の取崩
しを前提として、当中間会計
期間に係る金額を計算してお
ります。        
 
        ──── 

賞与引当金 
      同        左 
 
 
 
退職給付引当金 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
消費税等の会計処理について 
      同        左 
 
 
 
税効果会計について 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
        ──── 

賞与引当金 
同        左 

 
 
 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当事業年度
末において発生していると認
められる額を計上しておりま
す。 
なお、会計基準変更時差異
（281,008千円）については、
５年による按分額を費用処理
しております。 
 
      同        左 
 
 
 
 
 
 
 
キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現金
同等物）は、手許現金、随時
引き出し可能な預金及び容易
に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっておりま
す。 
 
 
消費税等の会計処理について 
      同        左 
 
 
 
        ──── 
 
 
 
 
 
 
 
 
自己株式及び法定準備金取崩
等会計 
 当事業年度から、｢企業会計
基準第1号 自己株式及び法
定準備金の取崩等に関する会
計基準｣（平成14年2月21日 
企業会計基準委員会）を適用
しております 
この変更に伴う損益に与える
影響は、軽微であります。な
お、財務諸表等規則の改正に
より、当事業年度における貸
借対照表の資本の部は、改正
後の財務諸表等規則により作
成しております。 
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 前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 ──── ──── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１株当たり当期純利益に関す
る会計基準等 
 当事業年度から「１株当た
り当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 
平成14年9月25日企業会計基
準第2号）及び「１株当たり当
期純利益に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準委
員会 平成14年9月25日 企
業会計基準適用指針第4号）を
適用しております。 

 
表示方法の変更 

前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

──── （中間キャッシュ･フロー計算書関係） 
 前中間会計期間において、Ⅰ営業活動によるキャッシュ･フ
ローに区分掲記しておりました「金利キャップ取引評価損」
及び「完成工事補償引当金の減少額」は、金額が軽微である
ため当中間会計期間においては、Ⅰ営業活動によるキャッシ
ュ･フローの「その他」に含めて表示しております。 

 
追 加 情 報 

 前中間会計期間 
自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

 (自己株式及び法定準備金取
崩等会計) 
当中間会計期間から、「企
業会計基準第１号 自己株式
及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準」（平成14年2
月21日 企業会計基準委員
会）を適用しております。 
この変更に伴う損益に与え
る影響は、軽微であります。 
 なお、中間財務諸表等規則
の改正により、当中間会計期
間における中間貸借対照表の
資本の部は改正後の中間財務
諸表等規則により作成してお
ります。 
 これに伴い、前中間会計期
間において流動資産及び固定
資産に計上していた「自己株
式」（前中間会計期間末20,521
千円）は、当中間会計期間末
においては、資本に対する控
除項目として資本の部の末尾
に記載しております。 

──── ──── 
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注 記 事 項 
 
【中間貸借対照表関係】 
 
 前中間会計期間末 

(平成14年9月30日) 
当中間会計期間末 
(平成15年9月30日) 

前 事 業 年 度 末 
(平成15年3月31日) 

※１．有形固定資産の減価償
却累計額 

 
※２．担 保 資 産        
 
 
 
 
 
 
 
 
３．偶 発 債 務         
 
 
※４．消費税等の取扱い 
 
 
 
 
※５．更正決定により納付し

た税金 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

            973,287千円 
 
 
下記の資産は、長期借入金
210,000千円及び短期借入金
（長期借入金よりの振替分を
含む）614,000千円の担保に供
しております。 
建    物     209,235千円 
土    地     703,572千円 
合    計     912,808千円 
 
銀行借入金に対する保証債務 
佐野ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(株)   154,970千円 
 
仮払消費税等及び仮受消費
税等は、相殺のうえ、流動資
産のその他に含めて表示して
います。 
  
投資等の「その他」に含ま
れている仮払税金(85,339千
円)は、平成9年3月期の法人税
の税額について、関東信越国
税局より更正を受け、納付し
たものであります。この処分
は、当社と異なる認識に基づ
くものであり、当社としては
受け入れ難く、関東信越国税
不服審判所に対して審査請求
を行っております。 

            980,142千円 
 
 
下記の資産は、長期借入金
268,000千円及び短期借入金
（長期借入金よりの振替分を
含む）148,000千円の担保に供
しております。 
建    物     195,987千円 
土    地     703,572千円 
合    計     899,559千円 
 
銀行借入金に対する保証債務 
佐野ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(株)   292,050千円 
 
仮払消費税等及び仮受消費
税等は、相殺のうえ、流動負
債の未払金に含めて表示して
います。 
  
投資等の「その他」に含ま
れている仮払税金(85,339千
円)は、平成9年3月期の法人税
の税額について、関東信越国
税局より更正を受け、納付し
たものであります。この処分
は、当社と異なる認識に基づ
くものであり、当社としては
受け入れ難く、関東信越国税
不服審判所に対して審査請求
を行っていましたが、平成15
年5月15日に請求棄却の裁決
がありました。これに対し、
更正処分取消訴訟を、平成15
年8月5日に宇都宮地方裁判所
に提起しております。 

             995,977千円 
             
 
下記の資産は、長期借入金
322,000千円及び短期借入金
（長期借入金よりの振替分を
含む）198,000千円の担保に供
しております。 
建    物     202,422千円 
土    地     703,572千円 
合  計     905,995千円 
 
銀行借入金に対する保証債務 
佐野ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ(株)   303,510千円 
  
        ──── 
 
 
 
 
投資等の「その他」に含ま
れている仮払税金(85,339千
円)は、平成9年3月期の法人税
の税額について、関東信越国
税局より更正を受け、納付し
たものであります。この処分
は、当社と異なる認識に基づ
くものであり、当社としては
受け入れ難く、関東信越国税
不服審判所に対して審査請求
を行っていましたが、平成15
年5月15日に請求棄却の裁決
がありました。これに対し、
今後、更正処分取消訴訟を、
さいたま地方裁判所に提起す
る予定であります。 
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【中間損益計算書関係】 
 
 前中間会計期間 

自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

※１．特別利益の内訳は次の
とおりであります。 

 
 
※２．特別損失の内訳は次の

とおりであります。 
 
 
 

貸倒引当金戻入額 
 
 
 
金利キャップ取引評価損 
退職給付会計基準 
変更時差異償却 
投資有価証券評価損 
 

2,358千円 
 
 
 

429千円 

28,100千円 

21,720千円 

貸倒引当金戻入額 
投資有価証券売却益 
 
 
退職給付会計基準 
変更時差異償却 
役員退職慰労金 
 

1,990千円 
7,114千円 

 
 

28,100千円 

64,643千円 

投資有価証券売却益 
貸倒引当金戻入額 
移転補償金 
 
金利キャップ取引評価損 
投資有価証券評価損 
退職給付会計基準 
変更時差異償却 
 

304千円 
1,872千円 
14,240千円 

 
515千円 

25,353千円 

56,201千円 

３．過去１年間の売上高 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．減価償却実施額 
       有形固定資産 
       無形固定資産 
 

当社の売上高は通常の営業
の形態として、事業年度の上
半期の売上高と下半期の売上
高との間に著しい相違があり
ます。 
なお、当中間会計期間末に
至る１年間の売上高は次のと
おりであります。 
前事業年度下半期   2,660,923千円 
当中間会計期間   2,290,277千円 
   計      4,951,201千円 

 
 

31,052千円 
    76千円 

 

当社の売上高は通常の営業
の形態として、事業年度の上
半期の売上高と下半期の売上
高との間に著しい相違があり
ます。 
なお、当中間会計期間末に
至る１年間の売上高は次のと
おりであります。 
前事業年度下半期   4,385,123千円 
当中間会計期間   2,780,470千円 
   計      7,165,593千円 
 
 

20,493千円 
   269千円 

 

──── 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              56,163千円 
                 152千円 
          

 
 
 
【中間キャッシュ・フロー計算書関係】 

（単位：千円） 
前 中 間 会 計 期 間 

自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係 
            （平成14年9月30日現在） 
現金預金勘定              616,390 
預入期間が３か月を超える定期預金・定期積金    △299,553 
現金及び現金同等物        316,837 

現金及び現金同等物の中間期末残高と
中間貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係 
            （平成15年9月30日現在） 
現金預金勘定              421,004 
預入期間が３か月を超える定期預金・定期積金    △154,007 
現金及び現金同等物        266,996 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借
対照表に掲記されている科目の金額との
関係 
            （平成15年3月31日現在） 
現金預金勘定              606,460 
預入期間が３か月を超える定期預金・定期積金   △204,000 
現金及び現金同等物        402,460 
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【リース取引関係】 
 
 前中間会計期間 

自 平成14年4月 1日 
至 平成14年9月30日  

当中間会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引 

１．リース物件の取得価額相
当額、減価償却累計額相
当額及び中間期末残高相
当額 

 取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 累 
計 額 相 当 額 

中 間 期 末 
残 高 相 当 額 

車 両 運 搬 具 49,686千円 42,738千円 6,947千円 
工具器具・備品 338,980千円  45,828千円 293,151千円 
計 388,666千円 88,567千円 300,098千円 

 
2． 未経過リース料中間期末
残高相当額 

 1 年 以 内   61,921千円 
 1   年  超  239,763千円 
     計      301,684千円 
 
3． 支払リース料、減価償却
費相当額及び支払利息相
当額 
 支払リース料 28,986千円 
減価償却費相当額 26,575千円 
支払利息相当額  2,535千円 

 
4． 減価償却費相当額の算定
方法 
リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。 

 
5． 利息相当額の算定方法 
      リース料総額とリース
物件の取得価額相当額と
の差額を利息相当額とし、
各期への配分方法につい
ては、利息法によってお
ります。 

１．リース物件の取得価額相
当額、減価償却累計額相
当額及び中間期末残高相
当額 

 取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 累 
計 額 相 当 額 

中 間 期 末 
残 高 相 当 額 

車 両 運 搬 具 22,499千円 19,860千円 2,638千円 
工具器具・備品 371,348千円 107,122千円 264,226千円 
計 393,848千円  126,982千円 266,865千円 

 
2. 未経過リース料中間期末
残高相当額 

 1 年 以 内   70,304千円 
 1   年  超  210,199千円 
     計      280,503千円 
 
3． 支払リース料、減価償却
費相当額及び支払利息相
当額 
 支払リース料 35,749千円 
減価償却費相当額 33,141千円 
支払利息相当額  2,954千円 

 
4． 減価償却費相当額の算定
方法 

      同        左 
 
 
 
 
5． 利息相当額の算定方法 
      同        左 

１．リース物件の取得価額相
当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当額 

 
 取 得 価 額 

相 当 額 
減 価 償 却 累 
計 額 相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

車 両 運 搬 具 35,149千円 30,676千円 4,472千円 
工具器具・備品 371,348千円  75,814千円 295,534千円 
計 406,498千円  106,491千円 300,006千円 

 
2. 未経過リース料期末残高
相当額 

 1 年 以 内   71,424千円 
 1   年  超  244,275千円 
     計      315,700千円 
 
3． 支払リース料、減価償却
費相当額及び支払利息相
当額 
 支払リース料 63,993千円 
減価償却費相当額 58,997千円 
支払利息相当額  5,648千円 

 
4． 減価償却費相当額の算定
方法 

      同        左 
 
 
 
 
5． 利息相当額の算定方法 
      同        左 
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【有価証券関係】 
 
１．前中間会計期間末（平成１４年９月３０日） 
（１）その他有価証券で時価のあるもの 
                                                     (単位：千円) 

種   類 取  得  原  価 中間貸借対照表計上額 差      額 

株      式 155,678 152,352 △3,325 

 
（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く）・・・・・24,195千円 

(注) 当中間会計期間において、その他有価証券について減損処理を行い、投資有価証券評価損21,720千円を計上しており
ます。 

 
２．当中間会計期間末（平成１５年９月３０日） 
（１）その他有価証券で時価のあるもの 
                                                     (単位：千円) 

種   類 取  得  原  価 中間貸借対照表計上額 差      額 

株      式 128,961 137,185 8,224 

 
（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く）・・・・・24,195千円 

 
３. 前事業年度末（平成１５年３月３１日） 
（１）その他有価証券で時価のあるもの 
                                                     (単位：千円) 

種   類 取  得  原  価 貸借対照表計上額 差      額 

株      式 152,001 141,790 △10,210 

 
（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く）・・・・・24,195千円 

(注) 当事業年度において、その他有価証券について減損処理を行い、投資有価証券評価損25,353千円を計上しております。 
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【デリバティブ取引関係】 
 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 
金利関連                                                                                 （単位：千円） 

前 中 間 会 計 期 間 末 
（平成14年9 月30日） 

当 中 間 会 計 期 間 末 
（平成15年9 月30日） 

前 事 業 年 度 末 
（平成15年3 月31日） 

契約額等 契約額等 契約額等 

 
区
分 

種   類 

   うち１年超 
時 価 評価損益 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

市以 
場外 
取の 
引取 
引 

金利ｷｬｯﾌﾟ取引 
 
   買   建 

 
 

1,000,000 
 

 
 

1,000,000 

 
 

191 

 
 

    － 
 

 
 

1,000,000 

 
 
－ 

 
 
30 
 

 
 
－ 

 
 

1,000,000 

 
 

1,000,000 

 
 
21 

 
 
－ 

合  計  1,000,000  1,000,000 191 －  1,000,000 － 30 －  1,000,000  1,000,000    21 － 
 （注） １．上記金利キャップ取引は、当社が当該取引に係るプレミアムを支払っております。 

２．金利キャップ取引における想定元本は、実際に支払は行われず、金利受払額を計上するための算定基礎であり 
ます。したがって、想定元本額は当社における市場リスク・信用リスクを測る指標ではありません。 

     ３．時価の算定方式 
       取引先の金融機関から提示された価格によっております。 
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５．部門別受注高・完成工事高・繰越高 
 

                                                                                         （単位：千円） 

前中間会計期間 
自 平成14年 4月 1日 
至 平成14年 9月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年 4月 1日 
至 平成15年 9月30日 

前事業年度 
自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日 

        期   別 

 
 

  部   門 金    額 構成比     金    額 構成比     金   額 構成比     

 
通 信 線 路 部 門 
土 木 部 門 
Ｅ ＆ Ｅ 部 門 
ＩＰ＆ＳＥ部門 
モバイル＆ＩＴ部門 

 
124,683 
181,686 
313,000 
30,100 
2,760 

％ 
19.1 
27.9 
48.0 
4.6 
0.4 

 
253,559 
305,182 
4,900 
17,150 
106,663 

％ 
36.9 
44.4 
0.7 
2.5 
15.5 

 
124,683 
181,686 
313,000 
30,100 
2,760 

％ 
19.1 
27.9 
48.0 
4.6 
0.4 

 
前 
期 
繰 
越 
高 

        計     652,229   100.0     687,454   100.0     652,229   100.0 

 
通 信 線 路 部 門 
土 木 部 門 
Ｅ ＆ Ｅ 部 門 
ＩＰ＆ＳＥ部門 
モバイル＆ＩＴ部門 

 
2,142,327 
447,880 
△ 62,828 
740,081 
191,927 

 
61.9 
12.9 
△ 1.8 
21.4 
5.6 

 
2,508,816 
359,920 
92,373 
169,174 
216,408 

 
75.0 
10.7 
2.8 
5.0 
6.5 

 
4,242,106 
1,165,742 
114,420 
640,628 
547,728 

 
63.2 
17.4 
1.7 
9.5 
8.2 

 
当 
期 
受 
注 
高 

        計 3,459,389   100.0 3,346,692 100.0   6,710,625   100.0 

 
通 信 線 路 部 門 
土 木 部 門 
Ｅ ＆ Ｅ 部 門 
ＩＰ＆ＳＥ部門 
モバイル＆ＩＴ部門 

 
1,656,402 
126,558 
53,076 
373,481 
80,757 

 
72.3 
5.5 
2.3 
16.3 
3.6 

 
2,037,824 
212,344 
60,221 
155,385 
314,694 

 
73.3 
7.6 
2.2 
5.6 
11.3 

 
4,113,231 
1,042,245 
422,520 
653,578 
443,825 

 
61.6 
15.6 
6.3 
9.8 
6.7 

 
完 
成 
工 
事 
高 

        計 2,290,277   100.0 2,780,470 100.0   6,675,400   100.0 

 
通 信 線 路 部 門 
土 木 部 門 
Ｅ ＆ Ｅ 部 門 
ＩＰ＆ＳＥ部門 
モバイル＆ＩＴ部門 

 
610,609 
503,008 
197,095 
396,700 
113,930 

 
33.5 
27.6 
10.8 
21.8 
6.3 

 
724,551 
452,758 
37,052 
30,939 
8,377 

 
57.8 
36.1 
2.9 
2.5 
0.7 

 
253,559 
305,182 
4,900 
17,150 
106,663 

 
36.9 
44.4 
0.7 
2.5 
15.5 

 
次 
期 
繰 
越 
高 

        計 1,821,342 100.0 1,253,677 100.0     687,454   100.0 
  （注）１．記載金額は、千円未満を切捨表示しております。 

 ２．前中間会計期間の受注高のＥ＆Ｅ部門のマイナス（△）の要因は、前期繰越高の１億７百万円をＩＰ＆ＳＥ部門 
に振替たことによるものです。 


